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国民年金（基礎年金）  平成20年度財政状況等の概要  

1．収支状況  

前年度との比較  
平 成16 年 度  平 成17 年 度  平 成18 年 度  平 成19 年 康         平成20年度  

（伸び率％）   

億円   億円   億円   億円  億円  億円  
収入総額  175，575   184，302   191，381   199，611  208，448  8，837  （ 4．4％）  

収  
拠出金等収入   160，163   168，685   177，080   185，080  192，558  7，479  （ 4．0％）  

基礎年金拠出金   155，427   163，800 172，094   17乳999  187，365  7，365  （ 4．1％）  
特別国庫負担相当額   4，736   4，885   も986   5，081  5，194  113   （ ■2．芦％）  

入  83   83   115   169  172  3  （ 1．9％）  

その他   15，329   15，533   14，187   14，362  15，718  1，356  （ 9．4％）   

支出総額   160，086   170，160   177，059   183，935  192，526  8，591   （ 4．7％）  

支  
基礎年金給付費（本来分）   118，118   126，386   134，909   144，618  154，458  9，840  （ 6．8％）  

基礎年金相当給付費   41，967   43，773  42，149   39，316  38，067  △1，249  （△ 3．29も）  

（基礎年金交付金）  

出                                                                             その他   0  △ 0  （△ 30．7％）   

収  支  残  15，489   14，142   14，322   15，675  15，922  247  （ 1．6％）   

年 度 末 積 立 金  7，246   7，246   7，246   7，246  7，246  0  （ 0．0％）   

千人   千人   千人   千人  千人  千人  
拠出金算定対象者数  57，816   59，606   57，480   57，283  56，690  △ 593  （△1．0％）   

円  円  円  円  円  円  

拠出金単価（月額）  22，924  22，986  24，626  25，734  27，057  1，323  （ 5．1％）   

円   円   円   円  円  円  

保険料相当額（月額）  15，240   14，905  15，802   16，332  17，172  840  （ 5．19乙）   

（注1）「基礎年金勘定の積立金」は、基礎年金制度が導入された昭和61年度より、国民年金法（昭和34年法律第141号）に基づく基礎年金等の給付財源として、  
国民年金勘定の積立金の一部を、この勘定の積立金としたものである。  

（注2）平成17年度は第3号被保険者の特例届出の措置が講じられたため、拠出金算定対象者数が1，472千人増加している。  
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（2）基礎年金の制度別 給付状況及び負担状況  

給付状況（平成20年度確定値注）   

基礎年金給付費   
（本来分）   給付費（旧法分）  国家公務員  私立学校  合  計  

（基礎年金交付金）   国民年金  厚生年金  教職員 
共済組合   

億円   億円   億円   億円   億円   億円   億円   億円   
154，435   34，385   14，766   15，178   1，344   2，963   135   188；821   

負担状況（平成20年度確定値注）  

基礎年金拠出金   国家公務貞  私立学校  特別国庫負担   合  計  

国民年金   厚生年金  教職員  
共済‘組合   

億円   億円   億円   億円   億円   億円   億円   億円   
184，065   32，486   133，101   4，613   12，170   1，694   4，756   188，821   

（1号）   （2号）   （2号）   （2号）   （2号）  

千人   千人   千人   千人   千人  千人  

（拠出金算定   10，005   31，809  1，027  2，893  424  
対象者数）  56，690   

（3号）   （3号）   （3号）   （3号）   

千人  千人   千人   千人   
9，185  394  855  98  

（注）上記確定値に対して、1真の収支状況の内訳における金額は、平成20年度に係る概算値と平成18年度に係る精算額を合計したもの等であり、異なるものとなる。   

27，057円  基礎年金拠出金単価  

（参考）基礎年金の被保険者数、受給権者数の状況  

老齢基礎年金受給権者数   

障害基礎年金受給権者数   

遺族基礎年金受給権者数   

被保険者数合計   
第1号被保険者数（任意加入含む）   

第2号被保険者数   

第3号被保険者数   

26，904千人（平成21年3月末現在、みなし老齢基礎年金受給権者を含む、推計値）  
みなし障害基礎年金受給権者を含む、推計値）  

みなし遺族基礎年金受給権者を含む、推計値）   

1，826千人（ 同  上 、   
266千人（ 同  上 、  

68，530千人（平成21年3月末現在）  
20，007千人（ 同  上 ）  
38，087千人（ 同  上 ）  
10，436千人（ 同  上 ）  
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（3）国民年金勘定の収支状況  

平成16年度   平成17年度   平成18年度   平成19年度   平成20年度   
前年度との比較  
（伸び率％）   

億円   億円   億円   億円   億円   億円  

収 入 総 額  55，709   61，175   59，165   55，729   54，144   △1，585   （△2．8％）  

［時価ベース］   ［57，319］   ［66，268］   ［60，079］   ［51，544］   ［47，127］   △4，416  （△8．6％）  

保 険 料   19，354   19，480   19■，038   18，582   17，470   △1，112  （△6．0％）  

収  15，219   17，020   17，971 18，436   18，558   122   （0．7％）  

運 用 収 入   1，044   1，357   1，965   1，113   1，093   △20  （△1．8％）  

［時価ベース］   ［2，654］   ［6，451］   ［2，879］   ［△3，073］   ［△5，924丁］   △2，852  （△92．8％）  

入  
（再掲年金積立金管理運用   

独立行政法人納付金）  （600）   （1，358）   （779）   （1，078）   2由  （38．3％）  

基礎年金交付金   20，076   18，763   17，108   15，772   14，863   △910  （△5．8％）  

積立金より受入  4，539   2，828   1，490 1，737   247   （16．6％）  

独立行政法人福祉医療機構納付金  298   353   55   （18．3％）  

そ の 他   16   15   254   37   71   34  （90．4％）   

支 出 総 額   57，416   62，245   60，358  59，322   58，344   △979  （△1．6％）  

支                       給 付 費   20，888   19，527   18，149   16，862   15，779   △1，083  （△6．4％）   

出   
基礎年金拠出金   35，437   38，976   41，002   41，151   41，218   67   （0．2％）  

そ の 他   1，091   3，743   1，207   1，309   1，346   37   （2■．9％）   

収  支  残  △1，707   △1，071   △1，194   △3，593   △4，199   △606  （△16．9％）   

［時価ベース］  ［△96］   ［4，023］   ［△279］   ［△7，779］   ［△11，216］   △3，438  （△44．2％）  

業務勘定より  
国民年金勘定林立金への繰入  

87   131   169 115   164   49  （42．2％）   

年度末積立金  96，991   91，514   87，660   82，692   76，920  △5，772  （△7．0％）   

［時価ベース］  ［97，151］   ［96，766］   ［93，828］   ［84，674］   ［71，885］   △12，789  （△15．1％）   

穣立金運用利回り  
［時価ベース］  

2．7％   6．88％   3．07％   △3，38％   △7．29％   △3．91％  （ － ）   

○平成17年度以降の運用収入は、年金積立金管理運用独立行政法人納付金（平成17年度は年金資金運用基金納付金）を含むもの  
である。  

○上記の［］内は、年金積立金管理運用独立行政法人における市場運用分について、株式等の評価損益も運用収入に含める時価べ－  
スで評価したものであり、現金ベースの収支を示す国民年金の特別会計の決算とは異なる。（時価ベースで評価した収支残に業務  
勘定より国民年金勘定積立金への繰入を加え積立金より受入を控除したものは、年金積立金の当年度の時価の増減額に一致。）  

特記事項 なお、時価ベースの評価には、旧年金福祉事業団から承継した資産（承継資産）に係る損益を含めており、承継資産に係る損益の  
厚生年金・国民年金への按分は、厚生年金・国民年金の積立金の元本平均残高の比率により行っている。  

○平成18年度のその他収入には、旧年金資金運用基金の解散に伴い、年金住宅融資回収金等が年金特別会計に承継されたことによ  
る収入（239億円）が含まれている。  

○平成20年度の収支状況は、平成20年度決算（平成21年8月公表）及び「平成20年度厚生年金保険及び国民年金における年  
金積立金運用報告書」（平成21年8月）に基づき作成している。 
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国民年金の収支状況の概略図（平成20年度）  

国民年金勘定  被保険者  

保険料収入  
1了．470億円  被用者年金制度  運用収入  

簿価  1．093億円  

時価［△5．924億円］  

年度末積立金  

簿価 76，92嘩円  

時価、［Tl，885億円1  ≡室 ≡  
基礎年金拠出金  

151，糾0億円   基礎年金拠出金  
（特別国井負担相当額を含む）  

41．218億円  

基礎年金交付金   
23，205億円   

基礎年金勘定  

受給者  

（新法国民年金）   
給付費  

154．458億円   

注：運用収入及び年度末積立金の時価は、年金積立金管理運用独立行政法人における市場運用分について、株式等の評価振益も運用収入に含める時価ベースで評価したもの  
であり、現金ベースの収支を示す国民年金の特別会計の決算とは異なる。   
時価ベースの評価には、旧年金福祉事業団から承継した資産（承継資産）に係る損益を含めており、承継資産に係る損益の厚生年金・国民年金への按分は、厚生年金・  
国民年金の積立金の元本平均残高の比率により行っている。  
なお、運用収入は年金積立金管理運用独立法人納付金を含むものである。  
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2．給付状況（新法基礎年金と旧法国民年金とを合計したもので、被用者年金のみなし基礎年金に係る受給権者及び年金総額等は含まれていない。）   
（1）受給権者数、年金総額、老齢年金受給権者平均年金月額および平均加入期間  

平成17年3月未  平成18年3月未  平成19年3月末  平成20年3月末  平成21年3月未   前年度との比較（伸び率 ％）   

千人   千人   千人   千人   千人   千人  

受   計  23，431   24，393   25，420   26，387   27，433   1，045  （4．0％）  

受  給   老齢年金   19，915   20，929   22，007   23，031   24，111   1，080 （4．7％）  

権  通算老齢年金   1552   1474   1396   1317   1，254   △63  （△4．8％）   

給  者   障害年金   1，619   1，655   1，692   1，726   1，763   37  （2．1％）  

数   遺族年金   345   335   325   314   305   △9  （△3．0％）  

億円   億円   億円   億円   億円   億円  

権  年   計  145，923   153，501   161，000   168，545   176，689   8，144  （4．8％）  

金   老齢年金   125497   133014   140499   148004   156，055   8，051  （5．4％）   

者  稔  通算老齢年金   3，368   3，216   3，054   2，895   2，749   △145  （△5．0％）  

額   障害年金   14，507   1も788   15；045   15，323   15，628   304  （2．0％）  

遺族年金   2．551   2．483   2，401   2，323   、2．257   △66  （△2．9％）  

千人   千人   千人   千人   千人   千人  

計  22，988   23，946   24，960   25，917   26，942   1，024  （4．0％）  

全  人  老齢年金   19，820   20，832   21，864   22，872   23，928   1，056  （4．6％）  

通 老 年金   1547   1470   139f   1312   1，250   △62  （△4．7％）  

額  障害年金   1，482   1，510   1，575   1，607   1，640   33  （2．1％）  

遺族年金   139   134   130   126   123   △3  （△2．4％）  

億円   億円   億円   億円   億円   億円  
143，076   150，602   158，091   165，563   173，575   8，012  （4．8％）  

支   計  125019   132523   139,706 147119   155，031   7，913  （5，4％）  

給  総  通算老齢年金   3，358   3，207   3，044   2，886   2，741   △144  （△5．0％）  

額   障害年金   13，331   13，548   14，062   14，318   14，594   276  （1．9％）  

遺族年金   1，368   1．324   1．278   1．241   1．208   △33  （△2．6％）  

千人   千人   千人   千人   千人   千人  

計  9   8   8  8   8  △0  （△4．1％）  

人  老齢年金  （－）  

通算老齢年金  （－）  

部  障害年金   9   8  8  8  8   △0  （44．1％）  

遺族年金   0   0   0   0   0   0  （0．0％）  

億円   億円   億円   億円   億円   億円  

支   計  80  79   77   74   71   △3  （△4．1％）  

老  
給  総  通算老齢年金  （－）  

額   障害年金  80  79   77   74   71   △3  （△4．1％）  

遺族年金   0   0   0   0   0   0  （0．0％）  

億円   億円   億円   億円   億円   億円  
一  計  48  47   45   43   41   △2  （△4．4％）  

停  老齢年金  （一）  

止   通算老齢年金  （－）  

額   障害年金  47  47   45   43   41   △2   （△4．4％）  

遺族年金   0   0   0   0   0   0  （0．0％）  

千人   千人   千人   千人   千人   千人  

計  435   439   452   462   483   21  （4．6％）  

全  人  老齢年金   95   96   144   159   183   24  （15．1％）  

通 老  金   5   5   4   4   △0  △7．9％）  

額  障害年金   129   137   108   111   115   4  （3．5％）  

遺族年金   206   201   195   188   181   △6  （△3．4％）  

億円   億円   億円   億円   億円   億円  

停   計  2，767   2，820   2，832   2，909   3，04㌻   135 （4．6％）  

金   老 年金   478   491   793   886   1，024   138  （15．6％）  

止  総  通算老齢年金   10   9 10   9   8   △1  （△8．4％）  

額   障害年金   1，095   1，162   907   932   963   31  （3．3％）  

遺族年金   1．183   1．158   1，123   1，083   1，049   △34  （△3．1％）   

（注）老齢年金とは、老齢基礎年金、旧法老齢年金（通算老齢年金以外）のことである。  
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平成17年3月未  平成18年3月未  平成19年3月未  平成20年3月未  ．平成21年3月未  前年度との比較（伸び率 ％）   

千人   千人   千人   千人   千人   千人  

人   計  5，871   5，799   5，726   5，669   5，605   △64  （△1．1め  

老齢年金   5194   5，158   5，120   5，100   5，075   △26  （△0．5％）  

受  通算老齢年金   676   641   605   568   530 △38   （△6・7％）  

年   億円   億円   億円   億円   億町   億円  

支  金  計  24，669   24，568   24，488   24，556   24，672   116、   （0．5％）  

給  総   老齢年金   23，332   23，297   23，286   23，424   23，611   187  （0．8％）  

給  額  通算老齢年金   1，337   1，271   1，201   1，132   1，061   △72  （△6．3％）  

千人   千人   千人   千人   千人   千人  

権  計  143   162   189   223   252   30  （13．3％）  

老齢年金   143   162   189   223   252   30  （13．3％）  

額  貞   通算老齢年金  （－）  

者   年   億円   億円   億円   億円   億円   億円  

支  金  計  1，323   1，515   1，761   2，087   2，384   297  （14．2％）  

総   老齢年金   1，323   1，515   1，761   2，087   2，384   297  （14．2％）  

給  額  通算老齢年金  （－）   

円   円   円   円   円   円  

52，514   52，963   53，202   53，552   53，936   384  （0．7％）  

男  減額支給されたものを除いた   円   円   円   円   円   円   

女  平均年金月額   57，836   57，975   57，843   57，899   57，977   78  （0．1％）  

田 口  減額支給されたものの平均   円   円   円   円   円   円   

計  年金月額   37，433   37，640   37，898   38，272   38，774   502  （1．3％）  

老齢年金平均加入期間  月   月   月   月   月   月  

314   322   329   336   342   6  （1．8％）   

老齢年金平均年金月額  円   円   円   円   円  円  

58，200   58，429 58，490   58，699   58，965   266  （0．5％）  

男  減額支給されたものを除いた   円   円   円   円   円   円  

平均年金月額   62，046   62，070   61，821   61，789   61，781   △8  （△0．0％）  

減額支給されたものの平均   円   円   円   円   円   円  

性  年金月額   37，768   37，685   38，132   38，823   39，951   1，128  （2．9％） 

老齢年金車均加入期間  月   月   月   月   月   月  

353   361   369   376   382   6  （1．6％）   

老齢年金平均年金月額  円   円  円  円  円  円  

48，365   48，929  49，252  49，669  50，111  442  （0．9％）  

女  減額支給されたものを除いた   円   円  円  円  円  円  

平均年金片額   53，945   54，204  54，187  54，336  54，514  178  （0．3％）  

減額支給されたものの平均   円   円  円  円  円  円  

性  年金月額   37，317   37，624  37，817  38，077  38，350  273  （0．7％）  

老齢年金平均加入期間  月   月   月   月   月   月  

286   293   299   306   312   6  （2．0％）   

（注） 老齢年金とは、老齢基礎年金、旧法老齢年金（通算老齢年金以外）のことである。  
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平成16年度   平成17年度   平成18年度   平成19年度   平成20年度   前年度との比較（伸び率 ％）   

老齢年金平均年金月額  円   円   円   円   円   円  

（新規裁定）  53，092   54，103   52，947   48，602   48，921   319  （0．7％）  

男  減額支給されたものを除いた   円   円   円   円   円   円  

女  平均年金月額   57，474   57，198   55，740   54，289   5も024   △265  （△0．5％） 

A 口  減額支給されたものの平均   円   円   円   円   円   円   

計  年金月’額   40，314   40，872   40，420   35，367   35，921   554  （1．6％）  

老齢年金平均加入期間  月   月   月   月   月   月  

（新規裁定）  368   374   377   381   381   0  （0．0％）   

老齢年金平均年金月・額  円   円   円   円   円   円  

（新規裁定）  55，932   57，038   55，464   49，224   49，959   735  （1．5％）  

男  減額支給されたものを除いた   円   円   円   円   円   円  

平均年金月額  61，274   60，753   59，004   56，729   56，241   △488  （△0．9呵  

減額支給されたものの平均   円   円   円   円   円   円  

性  年金月額   42，634   43，425   42，535   37，259   38，010   751  （2．0％）  

老齢年金平均加入期間  月   月   月   月   月   月  

（新規裁定）  418   423   425   418   413   △5  （△1．2％）   

老齢年金平均年金月額  円   円   円   円   円   円 

（新規裁定）  52，100   53，093   52，065   48，295   48，361   66  （0．1％）  

女  減額支給されたものを除いた   円   円   円   円   円   円  

平均年金月額   56，221   56，024   54，657   53，290   52，980   △310  （△0．6％）  

減額支給されたものの平均   円   円   円   円   円   円  

性  年金月額   39，363   39，831   39，487   33，975   34，354   379  （1．1％）  

老齢年金平均加入期間  月   月   月   月   月   月  

（新規裁定）  351   356   360   362   364   2  （0．6％）   

（注）老齢年金とは、老齢基礎年金、旧法老齢年金（通算老齢年金以外）のことである。  
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（2）老齢年金受給権者の年齢構成  

（平成21年3月末）  

割 合  割 合 割 合   

歳以上  歳束、   千人   ％   千人   ％   千人   ％   

60 ■ ～   65   279   2．7   356   2．6   634   2こ6   

65   ～   70   3，511   33．7   3，864   28．2   7，375   30．6   

70   ～   75   2，964   28．5   3，443   25．1   6，408   26．6   

75   ～   80   2，276   21．8   2，907   21．2   5，183   21．5   

80   ～   85   1，032   9．9   1，708   12．5   2，740   11．4   

85   ～   90   217   2．1   771   5．6   987   4．1   

90   ～   137   1．3   647   4．7   784   3．3   

合  計   10，416   100．0   13，695   100．0   24，111   1bo．0   

平 均 年 齢   73．0歳  74．7歳  74．0歳   

統計調査の方法   全  数  統  計   

（注） 老齢年金とは、老齢基礎年金、旧法老齢年金（通算老齢年金以外）のことである。  
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3．被保険者状況（第1号被保険者、第3号被保険者別）   

（1）被保険者数、被保険者平均年齢  

平成17年3月末  平成18年3月末  平成19年3月末  平成20年3月末  平成21年3月末   
前年度との比較  
〃由び率％）   

千人   千人   千人   千人   千人   千人  

第  計  22，170   21，903   21，230   20，354   20，007   △347   （△1．7％）  
1  

被    号  男性   11，133   11，010   10，696   10，292   10，170   △122   （△1．2％） 

保  

険 
女性   11，036   10，893   10，535   10，062   9，837   △225   （△2．2％）  

千人   千人   千人   千人   千人   千   

計  10，993   10，922   10，789   10，628   10，436   △192   （△1．8％）  者                    第 
号  男性   88   96   99   100   104   4   （3．6％）  

女性   10，905   10，827   10，690   10，528   10，333   △195   （△1．9％）   

歳   歳   歳   歳   歳   歳  

被  第   計  39．7   40．0 40．0   39．9   39．7   △0．2   （△0．5％）   

保 険  1 号   
男性   38．7   39．0   39．1   39．0   38．9   △0．1   （△0．3％）   

者  女性   40．7   41．0   41．0   40．9   40．6   △0．3   （△0．6％）  

平  歳  歳  歳  歳  歳  歳   

第  42．8  43．1  43．2  43．2  43．1  △0．1   （△0．1％）  

3 号   計  48．5   48．0   48：3   48．6   48．0   △0．6   （△1．2％）  

女性   42．8   43．0   43．1   43．1   43．1   △0．1   （△0．1％）   

千人   千人   千人   千人   千人   千人  

法定免除者  1，093   1，126   1，135   1，129   1，144   15   （1．3％）  

免                                    申請全額免除者  1，762   2，156   2，069   2，017   2，043   26   （1．3％）   
除  
等  申請3／4免除者  264   270   267   △3   （△1．1％）   

の  申請半額免除者  414   533   213   187   175   △12 （△6．5％）   

状   申請1／4免除者  
況  

79   78   77   △2   （42．0％）  

挙生納付特例者  1，728   1，ね0   1，703   1，657   1，651   △7   （△0．4％）  

若年者納付猶予者  341   373   3由   371   2   （0．5％）   

特 記 事 項  第1号被保険者数には任音加入被保険者数を含む。   

統計調査の方法    被保険者平均年齢は抽出統計（坤出率1／100）   
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（2） 被保険者の分布 （第1号被保険者）   

○ 男女合計  

（平成21年3月末、単位：千人）  

20～25  

30～35   

35   ～   40  

40  ′－   45  

50  ～   55  

60  ～   65  
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○ 男性  

（平成21年3月末、単位：千人）  

加 入期 間  ［（年超）   ～ （年以下）］  

5～10  10～15  15～20  20～25  25～30  30～35  35～40   

歳以上  歳未満  

20  ～  25   

25  ～  30   

30  ～  35   

35  ～   40   

40  ～   45   

45  ～  50   

50  ′～  55   

55  ～   60   

60【′～   65   

65  ～  

2，133  

1，123  

1，101  

1，156  

1，036   

930   

1一，037  

1，570   

78  

7  

278   

156   

159   

10  

1至  1  

合 計  

割合（％）  

平 均 年 齢  
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○ 女性  

（平成21年3月末、単位：千人）  

［（年超）   ～ （年以下）］  間
 
 

期
 
 

入
 
 

口
 
力
 
 

30～35  35～40  25～30  5～10  10～15  15～20  20′）25  

歳以上  歳未満  

20  ～  25   

25  ～  30  

30  

35  ～   40   

40  ～   45   

45  ～   50   

50  ～   55   

55  ～   60   

60  ～  65   

65  ～  

1，853   

273   

144  

93  

54  

32  

37  

68  

2  

0‘  0  

合 計  1，116喜 1，284  

割合（％）  11．3i  13．1  

一平 均 年 齢  
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（3） 被保険者の分布 （第3号被保険者）   

・○ 男女合計  

（平成21年3月末、単位：千人）  

35  ～   40  

55～一60  
60～165  
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○ 男性  

（平成21年3月末、単位：千人）  

加 入期 間  ［（年超）   ～ （年以下）］・  

10′－15  20～25  35～40   5～10   15～20   25～30  30～35  

歳以上  歳未満  

20  ～   25   

25  ～  30   

30  ～  35   

35  ～  40   

40  ～   45   

45   ～  50   

50  ～  55   

55   ～  60   

60  ～   65   

65  ～  

1
 
 
4
 
 
0
 
 
1
 
 
3
 
 
2
 
 
6
 
 
7
 
 

1
 
 
1
 
 
1
 
 
1
 
 
1
 
 
3
 
 

1
 
 
3
 
 
4
 
 
4
 
 
3
 
 
3
 
 
7
 
 

3
 
 
2
 
 
2
 
 
2
 
 
3
 
 
3
 
 

2
 
 
1
 
 
2
 
 
1
 
 
3
 
 

1
 
 
2
 
 
1
 
 
3
 
 

l
 
 
1
 
 
2
 
 

2
 
 
2
 
 

合 計  

割合 極）  

平 均 年 齢  
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○ 女性  

（平成21年3月末、単位：千人）  

加 入期 間  ［（年超）   ～ （年以下）］  

～5   5～10  10～15  15～20  20～25  25～30  30～35   ・35′・～40   40～   合 計   
割 合 

歳以上 歳未満  ％ 

20～ 25  156  156  1．5  

25～30  312  381  6 6．7  

30～35  306  689  466   1，462   14．1   

35  ～  40   168  520  851  394   1，933   18．7   

40  ～   45   60  165  469   744  302   1，741   16．8   

45  ～  50   29  45  114   367   767  164   1，487   14．4   

50  ～   55   34  37  52   112   701   340  152   1 13．8   

55～60  44   50   54   78   468   283   329  126  1，433   13・9   

60～65  

65～  

合 計   1，109   1，8   2，006   1，696   2二238   787   481   126  10，333  

割合（％）   10．7   1 19．4   16．4   21．7   7．6   4．7   1．2  

平 均 年 齢   43．1歳   
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4．積立金の運用状況について  

○資産構成（時価ベース）  

（平成20年度）  

区  分  金  額   構成割合   

億円   ％  

預 託 金  3，665   5．0   

市場運用分  52，899   71．6  

財投債  17，・332   23．5  

承継資産の累積利差換  △2，010  

承継資産の損益  
を含まない場合   

73，895   100∴0  

年度末積立金          承継資産の損益  
71，885  

を含む場合  

承継資産の換益  

を含まない場合   
△7．05％  

運用利回り  
承継資産の損益  

を含む場合   
△7．29％   

○年金積立金管理運用独立行政法人においては、厚生年金分、国民年金分、旧年金福祉事業団から承継した資産（承  
継資産）を合わせて一体として運用を行っている。これら全体の運用資産の平成20年度末の時価総額及び構成割  
合は次のとおり。  

国内債券  
国内株式   113，ノ986億円（ 9，69％） 国内株式 113，986億円（12．32％）  
外国債券   100，135億円（ 8．51％） 外国債券 100，135億円（10．82％）  

特 記 事 項  
外面株式  90，781億円（ 7．72％），外国株武   90／781億円（ 9．81％）  
短期資産  

（参考）左記めうち市場運用分  

1，608億円（、0，17％）  
合 計 1，176，286億円（10 計   92▲5，397億円（100・00％）  

行っている。  

数料控除後）、財投債については簿価（償却原価法）である。   

869，775億円（73．94％） 国内債券  618，887億円（66．88％）                                     1，608億円（ 0．14％） 短期資産         、0．00％） 合  
○承継資産に係る損益の厚生年金・国民年金への按分は、厚生年金・国民年金の積立金の元本平均残高の比率により  

○時価評価の方法は、市場運用分の国内債券、国内株式こ外国債券、外国株式については年度末の市場価格（運用手  
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5．財政再計算における将来見通しとの比較  

（1）国民年金勘定の収支状況の比較  

収   入  支  出  年度末  

運用収入  基礎年金交付金  ネの他   
収支残  

保険料  収入総額   給付費  基礎年金拠出金  その他   支出総額   積立金  

平成20年度   E円   兆円   兆円  兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円  

決算  1．7   0．1  1．5   2．1   5．4  1．6   4．1   0．1   5．8   △0二4  

［時価ベース］  ［△0．6］  ［4．7］  ［△1．1］   ［7．2］  

実績推計  

［△0．6］  1．9   ［3．0］   0．1   4．1   0．1   4．3   ［△1．3］   ［9．5］   1．7  

［時価ベース］  

兆円  兆円  兆円   兆円  兆円  兆円  兆円  兆円  兆円  兆円  兆円  

将来見通し  

（平成16年  2．5  0．3  2．0  4．8  0．1  4．8  0．1  5．0  △0．2  10．1   

財政再計算）  

・納付率の低下  ・基礎年金拠出  ・確定値は  
（見通しより低下  金に係る国庫負  3．7兆円  
80．0％→62Jl％）   担分  ・納付率の低下  

3．0硝  
（見通しより低下  

差の主な要因  →■7・29％）  80．硝－す62．1富）  

○実績推計の作成にあたっては、  
①基礎年金交付金（1． 
②積立金より受入（0．2兆円）及び独立行政法人福祉医療機構納付金（0．04兆円）をその他収入から控除し、  
③国庫負担の繰延べ（2．1兆円（平準化の利子を含む））及び独立行政法人への出資金のうち、将来の給付費等への充当を予定している分（0．2兆円）を  

特記事項  
年度末積立金に加えた。  

○［］内は、年金積立金管理運用独立行政法人における市場運用分について、株式等の評価損益も運用収入に含める時価ベースで評価したものであり、現金べ－  
スの収支を示す国民年金の特別会計の決算とは異なる。  

なお、時価ベースの評価には、旧年金福祉事業団から承継した資産（承継資産）に係る損益を含めており、承継資産に係る損益の厚生年金・国民年金への按分  
は、厚生年金・国民年金の積立金の元本平均残高の比率により行っている。   
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（2）基礎年金の被保険者数及び受給者数（みなし基礎年金受給者を含む）の比較  

被保疲者数  

老齢年金  障害年金  遺族年金   

万人  万人  万人  

実  2，601  一179  27  万人 2，807  

績   2，690   183   27  2，900  

百万人   百万人  百万人  百万人  百万人  

将来見通し  26．4  1．6  0ニ1   

（平成16年財政再計算）  

28．1   

差の主な要因  
・障害年金、∴遺族年金の実績は全額支給停止者を含んでいるが、再計算値は全額支給停止者を含んで  
いない。  

新規加入者数  

老齢年金  障害年金  遺族年金   
万人   万人  万人  万人  万人  

実  59  48  8  3  

績   61   50   8   3  

将来見通し  

（平成16年財政再計算）  

差の主な要因  

脱退者数  

老齢年金  障害年金  遺族年金   
万人   万人   万人   万人   万人  

実  

庸   

将来見通し  

（平成16年財政再計算）  

差の主な要因  
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（3）財政指標の比較   

○ 年金扶養比率  

決算結果（実績）  

年金扶養比率   ①  ②  

年度末被保険者数  年度末老齢基礎年金  
（D  対前年度  受給権者数   対前年度  

伸び率  （注1）   伸び率 
②  

千人   ％   千人   ％  
平成16年度   2．96 （2．97）  69，746   0．0   23；550（23，455）   3．1 （3．1）   

17   2．87 （2．88）   69，878   0．2   24，340（24，243）   3．4 （3．4）   
18   2．77 （2．78）   69i762   △0．2   25，198（25，055）   3．5 （3．3）   
19   2．67 （2．68）   69，352   △0．6   26，008（2畠，849）   3．2 （3．2）   
20   2．55 （2．56）   68，530   △1．2   26，904（26，721）   3」4（3．4） 

注1：老齢基礎年金受給権者数は、老齢基礎年金に相当する給付の支給を受ける者を含む。  

注2ヰ度末老齢基礎年金受給権者数の（）内には、年度末老齢基礎年金受給者数として年度末老齢基礎年金受給権者数から老齢基礎年金  

及び旧法国民年金の全額支給停止者数を控除したものを記載している（老齢基礎年金に相当する給付とみなされる給付の受給者を含む）。   

年金扶養比率の（）内は、上記の年度末老齢基礎年金受給者数を用いて算出したものである。  

平成16年財政再計算結果  

年金扶養比率   ①  ②  

年度末被保険者数  年度末老齢基礎年金  
（D 対前年度  受給者数 対前年度  

伸び率  （注1）   伸び率   

②  

百万人   ％   百万人   ％  
平成17年度   2．9  69．4   △0．1   23．9   3．3   

18   2．8   69．3   △0．3   24，8   3．5   
19   2．7   68．7   △0．8   25．6   3．3   
20   2．6   68．0   △1．1   26．4   3．0   
21   2．5   67．2   △1．1   27．1   2．7   

注1：老齢基礎年金受給者数は、老齢基礎年金に相当する給付の支給を受ける者を含む。  

注2：被保険者数及び老齢年金受給者数は年度間平均値である。  
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○ 収支比率（国民年金勘定）  

決算結果（実績）  

収支比率   （D   ②   ③   ④   ⑤   ⑥   ⑦   ⑧   ⑨  

（彰一（彰  基礎年金  
国庫負担   

基礎年金  

⑥＋⑦×100  実質的な支出 ②＋③－⑤  給付壷  拠出金  交付金   

保険料  
運用収入  物価上昇率．  運用利回り   

収入  

億円   億円   億円   億円   億円   億円   億円   ％   ％  

平成16年度  103．1  36，249   20，888   35，437   15，219   20，076   19，354   1，044  P．0   
［時価ベース］  ［95．6］  ［2，654］  ［2．77］  

17  109．0  39，739   19，527   38，976   17，020   18，763   19，480  1，357  △0．3  

［時価べス］  ［87．6］  ［6，451］  ［6．88］  

18  114．6  42，043   18，149   41，002   17，971   17，▲108   19，038  1，965  0．3  
［時価ベース］  ［109．8］  ［2，879］  ［3．07］  

19  120．9  42，241   16，862   41，151   18，436   15，772   18，582  1，113  0、0  

［時価ベース］  ［153．5］  ［△3，073］  ［△3．38］  

20  127．0  42，135   15，779   41，218   18，558   14，863   17，470  1，093  1．4   
［時価ベース］  ［204．2］  ［△5，924］  ［△7．29］  

注1：上記［］内は、年金積立金管理運用独立行政法人における市場運用分について、株式等の評価損益も運用収入に含める時価ベースで評価したものであり、現金ベースの収支を示す国民  

年金の特別会計の決算とは異なる。  
なお、時価ベースの評価には旧年金福祉事業団から承継した資産（承継資産）に係る損益を含めており、承継資産に係る損益の厚生年金・国民年金への按分は＼厚生年金・国民年金の  
積立金の元本平均残高の比率により行っている。  

注2：平成17年度以降の運用収入には、年金積立金管理運用独立行政法人納付金を含めている。  

平成16年財政再計算結果  

収支比率   ①   ②   ◎   ④   ⑤   ⑥   ⑦   ⑧   ⑨  

①－④  基礎年金  
国庫負担   

基礎年金  

前石不100  実質的な支出 ②＋③－⑤  給付費  拠出金  交付金   

保険料  
運用収入  物価上昇率  運用利回り   

収入 

兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   ％   ％  

車成17年度   106．4  4．1   0．1   4．0   1．7  2．1   0．2   0．5   1．74   

18   105．2   4．5   0．1   4．4   1．9  2．2   0．2   1．2   2．18   

19   104．7   4．7   0．1   4．7   2．0  2．4   0．3   1．5   2．50   

20   104．4   4．9   0．1   4．8   2．0  2．5   0．3   1．9   3．00   

21   85．3   5．0   0．1   4．9   2．5 2．5   0．3   1．0   3・2   

注1：給付費は、基礎年金交付金を控除した彼の額である。  
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○ 積立比率（国民年金勘定）  

決算結果（実績）  

積立比 ①   ②   ③   ④   （診 ⑥   ⑦   ⑧  

⑥  実質的な支出  基礎年金  
国庫負担   

基礎年金  
前年度末ノ   物価上昇率  運用利回り   

①－④  ②＋③－⑤   拠出金  李付金  積立金  

億円   億円   億円   億円   億円   億円   ％   ％  
平成16年度  4．7  36，249   20，888   35，437   15，219   20，076   98，612  0．0   

［時価ベース］  ［4．6］  ［97，160］  ［2．77］  
17  4．3  39，739   19，527   38，976  17，020   18，763  96，991  △0．3  

［時価ベース］  ［4．3］  ［97，151］  ［6．88］  
18  ′3．8  42，043   18，149   41，002   17，971   17，108  91，514  0．3  

［時価ベース］  ［4．0］  ［96，766］  ［3．07］  
19  3．7  42，241   16，862   41，151   18，436   15，772  87，660  0．0  

［時価ベース］  ［3．9］  ［93，828］  ［△3．38］  
20  3．5  42，135   15，779   41，218   18，558   14，863  82，692 1 

［時価ベース］  ［36］  ［84674］  ［△729］  

16＊   ［5．6］  36，000  21，000  35，000  15，000  ノ 20，000  ［117，000］  0．0  
17＊   ［5．2］   40，000   20，000   39，000   17，000   19，000   ［117，000］   △0．3   
18＊   持．0］   42，000   18，000   41，000   18，000   17，000   ［120，000］   0．3   

19＊   ［4．9］   42，000   17，000   41，000   18，000   16，000   ［117，000］   0．0   

20＊   ［4．6］   42，000   16，000   41，000   19，000   15，000   ［108，000］   1．4   

注1：上記［］内は、年金積立金管理運用独立行政法人における市場運用分について、株式等の評価損益も運用収入に含める時価ベースで評価したものであり、現金   
ベースの収支を示す国民年金の特別会計の決男とは異なる。  
なお、時価ベースの評価には旧年金福祉事業団から承継した資産（承継資産）に係る損益を含めており、承継資産に係る損益の厚生年金・国民年金への按分は、  
厚生年金・国民年金の積立金の元本平均残高の比率により行っている。   

注＊：前年度末積立金を財政再計算ベースに補整したものである。   

平成16年財政再計算結果  

積立比率   同   ②   ③   ④   固   ⑥   ⑦   ⑧  

⑥  基礎年金  
国庫負担   

基礎年金  
前年度末   物価上昇率  運用利回り   

（彰一④   実質的な支蝉 ②＋③－（9  給付費  拠出金  交付金  積立金  

兆円  兆円   兆円   兆円   兆円   兆円   ％   ％  
平成17年度   4．6  4．1   0．1   4．0   1．7  11．0   0． 1．74   

18   4．1   4．5   0．1   4．4   1．9  10．8   1．2   2．18   
19   3．8   4．7   0．1   4．7   2．0  10．6   1．5   2．50   
20   3．6   4．9   0．1   4．8   2．0  10．4   1．9   3．00   
21   4．2   5．0   0．1   4．9   2．5  10．1   1．0   3．20   

注1：給付費は、基礎年金交付金を控除した後の額である。  
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第40回社会保障事績会年金数理部会   
参考資料   

平 成 2 2 年 5 月 2 7 日  公的年金各制度の財政収支状況（平成20年度）  

私立学校  国民年金  

国民年金  基礎年金  合計   
公的年金  

厚生年金  国家公務員 共済組合  地方公務員 共済組合   教職員 共済  
勘定  勘定   

制度全体  

億円   億円   億円   億円   億円   億円   億円   億円  

収入総額  簿価ベース  364，217   19，527   52，524   4，561   54，144   208，448   703，421   456，077  

保険料   226，905   10，432   30，188   3，190   17，470  288，186   288，186  

収  54，323   1，747   4，630   637   18，558  79，895   79，895  

追加費用  3，538   9，445  12，982   12，982  

運用収入  簿価ベース   17，682   1，712  5，242  513  1，093   172   26，414   26，414  

（再掲年金積立金管理運用独立行政法人納付金）   （16，858）  （1，078）  （17，936）   （17，936）  

基礎年金交付金   18．797  1，350  2，912  146  14，863  3乳067   

国共済組合連合会等拠出金収入   328  328   ④  

財政調整拠出金収入  714  714   ③  

入  2，218  2，218   2，218  

解散厚生年金基金等徴収金   3，486  3，486   3，486  

基礎年金拠出金収入  192，558   192，558   （D  

独立行政法人福祉医療機構納付金   6，401  353  6，754   6，754  

積立金より受入   33，605  1，737  35，342   35，342  

その他   472   33   107   76   71   15，718   16，477   ※801   

支出総額   361，078   21，958   58，843   4，872   58，344   192，526   697，620   465，952  

支  226，870   16，736   43，917   2，508   15，779   154，458   460，269   460，269  

基藤年金拠出金   133，162   4，493   11．995   1，691   41，218  192，558   ①  

年金保険者拠出金  27   221   80  328   

基礎年金相当給付費憾確年金交付金）  38，067   38，067   ②  

出  714  714   ③  

その他   1，046   702   1，996   593   1，346   0   5，683   5．683   

収 支 攻  簿価ベース  3，ユ39   △2，431   △6，319   △ 311   △4，199  ユ5，922   5．別）1   △9，874   

年度末積立金  簿価ベース  1，240，188   85，711   395，200   34，366   76，920   7，246   1，839，631   1，839，631   

年度末積立金の対前年度増減額 簿価ベース  △30，380   △2，431   △6，327   △ 311   △5，772  △45，221   △45，221   

運用収入  時価ペース   △87，252   △3，356  △ 26，799   △2，572   △5，924   172  △125．731   △125，731   

年度末積立金  時価ベース   1，166，496   82，145   362．067   31，523   71．885   7，246   1，721，362   1，721，362   

年度末積立金の対前年度増減額 時価ベース   △135，314   △6，813  △36，512   △2．804  △12，789  △194，233   △194，233   

（注1）厚生年金・国民年金の簿価ペースの運用収入は、年金積立金管礫闇用独立行政法人納付金を加えたものを計上している。  
（注2）厚生年金・国民年金の時価ペースの運用収入は、旧年金塙祉事業周から承継した資産に係る損益を含めて、年金積立金管理運用独立行政法人における市場運用分の運用実練を時価ベースで評価し拝ものである。  

なお、承継資産に係る損益の厚生年金・国民年金への綾分は、厚生年金・国民年金のそれぞれの積立金の元本平均校高の比率により行っている。また、国共傾、地共済、私学共腐の時価ペースの  
運用収入は、正味運用収入（運用収入から有価証券売却損等の費用を減じた収益隠）に年度末積立金の評価損益の増減分を加算して推計しており、参考値である。  

（注3）基礎年金拠出金収入、国民年金勘定の基礎年金拠出金には、特別国庫負担額を含めた基礎年金勘膚への繰入額を計上している。  
（注4）基礎年金勘定の積立金は、基礎年金制度が導入された昭和61年度より、国民年金陰に基づく基礎年金等の給付財源として、国民年金勘定の積立金の一都をこの勘定の積立金としたものである。  
（注5）厚生年金の収支状況は、厚生年金基金が代行している部分を含まないQ  
（注6）公的年金制座金体では、公的年金制座金体としての財政収支状況をとらえるため、公的年金制度内でのやりとり（①～④）について収入・支出両面から除いている。また、単年度の財政収支状況をとら  

えるため、収入のその他（※）には、基礎年金勘定の「前年度剰余金受入J15．675健円を除いた額を計上している。   



公的年金各制度の単年度収支状況（平成20年度）   
【年金財政の観点から制度横断的に比較・分析したもの】  

私立学校  国民年金  

国民年金  基礎年金  合計   
公的年金  

厚生年金   国家公務員 共済組合  地方公務員 共済組合   教職員 共済  
勘定   勘定   

制度全体  

億円   億円   億円   億円   億円   億円   億円   億円  

国共済組合連合会等拠出金収入   

財政調整拠出金収入  

運用損益分を除いた単年度収支残  △ 48，148   △ 3，457   △9，705   △ 232   △ 7，029   75   △ 68，497   △68，497   

運用による損益  時価ベース  △ 87，252   △ 3，356  △ 26，799   △2，572   △ 5，924   172  △125，731  △125，731   

年度末積立金の対前年度増減額 時価ペース  △135，314   △ 6，813  △ 36，512   △2，804  △12，789  △194，233  △194，233   

年度末積立金  時価ベース  1，166，496   82．145   362，067   31．523   71，885   7．246   1，721，362   1，721，362   

（注1）「単年度収支状況」は、公的年金制度の財政状況を年金財政の観点から制度横断的に比較・分析したもので、収入では「運用収入」、厚生年金・国民年金（国民年金勘定）の「積立金より受入」、基礎年金勘  
定の「前年度剰余金受入」を除き、支出では国共済・地共済・私学共済の「有価証券売却損等」を「その他」から除いて算出しており、収入総額と支出総額の差を「運用損益分を除いた単年度収支残」としている  

公的年金制度は瑚立金を活用する有限均衡方式で財政運営を行っており、厚生年金・国民年金（国民年金勘定）の事業運営では、必要がある年度については、あらかじめ「積立金より受入」を予算計上して財  
源を確保し、当年度の給付等の支出を支障なく行うようにしているため、本表の単年度収支積は、事業運営の結果を示す決算の収支放とは異なるものである。  

（注2） 厚生年金・国民年金の時価ベースの運用損益は、旧年金福祉秘薬団から承継した資産に係る損益を含めて、年金積立金管理運用独立行政法人における市場運用分の運用実績を時価ベースで評価したものである。  
なお、承継資産に係る損益の厚生年金・国民年金への按分は、厚生年金・国民年金のそれぞれの積立金の元本平均残高の比率により行っている。また、国共済、地共済、私学共済の時価ベースの運用損益は、  

正味運用収入（運用収入から有価証券売却損等の費用を減じた収益額）に年度末積立金の評価損益の増減分を加算して推計しており、時価ベースの収入総額、運用収入、収支残は参考値である。  

（注3） 基礎年金拠出金収入、国民年金勘定の基礎年金拠出金には、特別国庫負担額を含めた基礎年金勘定への繰入額を計上している。  
（注4） 基礎年金勘定の収入のその他には、前年度剰余金受入（15．675億円）を除いた額を計上している。  
（注5） 国共済・地共済・私学共済の支出のその他には、有価証券売却損等の費用を除いた額を計上している。  
（注6） 基礎年金勘定の積立金は、基礎年金制度が導入された昭和61年度より、国民年金法に基づく基礎年金等の給付財源として、国民年金勘定の積立金の一部をこの勘定の積立金としたものである。  

（注7） 厚生年金の収支状況は、厚生年金基金が代行している部分を含まない。  
（注8） 公的年金制度全体では、公的年金制度全体としての財政収支状況をとらえるため、公的年金制皮内でのやりとり（①～④）について収入・支出両面から除いている。   



ひと、＜らし、みらいのために  

厚生労働省  
桐油四川融針山b侃汀融通Ⅵ旭侮閥  Press R01ease  

平成22年5月27日  

【照会先】  

厚生労働省年金局  

総務課首席年金数理官室  

（担当・内線）森川、田端（3382）  

（代表電話）03（5253）1111  

（直通電話）03（3595）2868  

「公的年金各制度の財政収支状況（平成20年度）」の訂正について   

本日、公表しました「公的年金各制度の財政収支状況（平成20年度）」の内容に誤りがあ  
りましたので、別添のとおり訂正させていただきます。   



第40固社会保障審議会年金数理部会   
参考資料   

平 成 2 2 年 5 月 2 7 日  
（別添）  

公的年金各制度の財政収支状況仲成2時度）  

私立学校  国民年金  

厚生年金  国家公務員 共済組合  地方公務員 共済組合   教職員 共済   国民年金  基礎年金  合計   
公的年金  

勘定 勘定   
制度全体  

億円   億円   億円   億円   億円   億円   億円   億円  
収入総額  簿価ベ一子  364，217   19，527   葛き革52．516 4，561  54，1 208，448   琴703．414宰諸事芦算字  

保険料   226，905   10，432   30，188  3，190  17，470  288，186  288，186  
収  54，323   1，747   4，630  637  18，558  79，895  79，895  

追加費用  3，538   9，445  1乙982  12，982  
運用収入  簿価ベース   17，682   1，712  5，242  513  1，093   172   26，414  26，414  

（再掲年金積立金管理運用独立行政法人納付金）   （16，858）  （1，078）  （17，936）  （17，936）  

基礎年金交付金   18，797  1，350  2，912 146  14，863  38．，067  ②  

国共済組合連合会等拠出金収入   328  328  ④  

財政調整拠出金収入  714  7．14  （卦  

入  2，218  2，218  2，218  
解散厚生年金基金等徴収金   3，486  3，486  3，486  
基礎年金拠出金収入  192，558   192，558  （》  

独立行政法人福祉医療嘩構納付金   6，401  353  6，754  6，754  
積立金より受入   33，605  1，737  35，342 35▲342  

その他   472   33   ＝＝＝事8字1脚  76  71   15，718   鞘芋1¢，489 ※丑E   

支出総額   361，078   21，958   58，843   4，872   58，344   19乙526   697，620  465，一952  

支  226，870   16，736   43，91．7   2，508   15，779   154，458   460，269  460，269  

基礎年金拠出金   133，162   4，493   11，995   1，691   41，218  192，558  （∋  

年金保険者拠出金  27   221   80  3亭8  ④  

基礎年金相当給付費（基礎年金交付金）  38，067   38，067  ②  

出  714  714  ③  

その他   1，046   702   1，996   593   1，346   0   5，683  5，・683   

収 支 残  簿価ベース  3，139   △2，431   紳奮  6．32了△311   △4，199   15，922   ＝革芦∈昏5．7糾上輌  

年度末積立金  簿価ベース  1，240．188   85，711   395，200   34，366   76，920   7，246   1，839，631  l  l，839，631  

年度末積立金の対前年度増減額 簿価ベース  △30，380   △2，431   △6，327   △ 311   △5，772  △45，221   △45；221  

連用収入  時価ベース   △87，252   △3，356  △26，799   △2，572   △5，924   17，2  △125，731   △125；731   

年度末積立金  時価べ⊥ス   1，166，496   82，145   362，067   31，523   71，885   7，246   1，721，362   1，721，362   

年度末積立金の対前年度増減額 時価べ－ネ   △135，314   △6，813  △36，512   △2，804  △12，789  △194，233   △194，233   

（注1）厚生年金・国民年金の簿価ベースの運用収入は、年金積立金管理連用独立行政法人納付金を加えたものを計上している。  
（注2）厚生年金・国民年金の時価ベースの運用収入は、旧年金婿祉事業団から承継した資産に係る損益を含めて、年金積立金管理運用独立行政法人に掛ナる市場運用分の運用実績を時価ペースで評価したものである。  

なお、承継資産に係る損益の厚生年金・国民年金への按分は、厚生年金・富民年金のそれぞれの積立金の元本平均残高の比牢により行っている。また、国共済、地共済、私学共済の時価ベースの  
連用収入は、正味運用収入（運用収入から有価証券売却頒等の費用を減じた収益額）に年度末積立金の評価損益の増減分を加算して推計しており、参考値である。  

（注3）基礎年金拠出金収入、国民年金勘定の基礎年金拠出金には、特別国慮負担額を含めた基礎年金勘定への繰入額を計上している。  
（注4）基礎年金勘定の積立金は、基礎年金制度が導入された昭和61年度より、国民年金法に基づく基礎年金等の給付財源として、国民年金勘定の積立金の一部をこの勘定の積立金としたものである。  
（注5）厚生年金の収支状況は、厚生年金基金が代行している部分を含まない。  

（注6）公的年金制度全体では、公的年金制度全体としての財政収支状況をとらえるため、公的年金制度内でのやりとり（Q～④）について収入・支出両面から除いている。また、単年度の財政収支状況をとら  
えるため、収入のその他（※）には、基礎年金勘定の「前年度剰余金受入J15，675億円を除いた額を計上している。   



＿ノ  

公的年金各制度の単年度収支状況（平成20年虔）   
【年金財政の観点から制度横断的に比較・分析したもの】  

′  

私立学校  国民年金  
厚生年金   国家公務員 共済組合  地方公務員 共済組合   教職員 共済  国民年金  基礎年金  合計   

公的年金  

勘定  勘定   
制度全体  

億円   億甲   億円   億円   億円   億円   億円   億円  

総額  312，930  17，815   ＝嘩47，27ヰ 4，048  51，314   192，601   磨群姶  5－982三相零3≧き  

保険料  226，905  10，432   30，188  3，190  17，470  288，186   288，186 

収  54，323   1，747 4，63P  637  18，558  79，895   79，895  

追加費用  3，538   9，445  12，982 12，982  

入  18，797   1，350   2，912  14¢  14，863  38，067   ②  

国共済組合連合会等拠出金収入   328  328   ④  

財政調整拠出金収入  714 
（  

714   ＠   

単  職域等費用納付金   乙218  2，218   2，218   

年  解散庫生年金基金等徴収金   3，486  3，486   3，486  

垂  基礎年金拠出金収入  192，558   192，558   ①  

独車行政法人福祉医療機構納付金   6，401  353  6，754   6，754  

その他   472   33   ＝＝＝套8芋100  76  71   42   ＝＝∃治壬：丁94 ＝＝＝前妻   

総額   361，078  21，272   56，987  4，281  58，344   192，526   694，487   462，818  

支  226，870  16，736  43，917  2，508  15，779   154，458   460，269   460，269  

出  基礎年金拠出金   133，162   4，493   11，995   1，691   41，218  192，558   ①  

（   27   221   80  328   ④ 

単 年  38，067   38，067   ②   

714  714   ③  

垂  財政調整拠出金                   その他   1，046   16  139   2   1，346   0   2，549   2，549   

運用損益分を除いた単年度収支残  △48，148   △3，457   皇軍き  9．T12△232   △7，029   姫幸；▼蔓－・牽享  

運用による損益  時価べ←ス  △87，252   △3，356  △26，799   △2，572   △5，924   75  △∃諸声寧㌔  ▲                          172  △125，731  ’岬ム125，731  
年度末積立金の対前年度増減額 時価ベース  △135，314   △6，813  △36，512   △2，〉804  △12，789  △194，233  △194，233  

年度末積立金  時価ベース  1，166，4！略   82，145   362，067   31，523   71，885   7，246   1，721，362   1，721，362  

（注1）「単年度収支状況」は、公的年金制度の財政状況を年金財政の観点から制度横断的に比較・分析したもので、収入では「運用収入」、厚生年金・国民年金（国民年金勘定）の頓立金より受入」、基礎年金勘  
定の「前年度剰余金受入Jを除き、支出では国共済・地共済・私学共済の「有価証券売却損等」を「その他」から偉いて算出しており、収入総額と支出総額の差を「運用損益分を除いた単年度収支残」としている  

公的年金制度は積立金を活用する有限均衡方式で財政運営を行っており、厚生年金・国民年金憎民年金勘定）の事業運営では、必要がある年度については、あらかじめ†積立金より受入」を予算計上して財  
渡を確保し、・当年度の給付等の支出を支障なく行うようにしているため、本表の単年度収支残は、事業運営の結果を示す決算の収支残とは異なるものである。  

（注2）厚生年金t 
なお、承継資産に係る規益の厚生年金■国民年金〈の按分は、厚生年金・国民年金のそれぞれの積立金の元本平均残高の比率により行っている。また、国共軋鱒兵乱私学共済の時価ペースの運用損益軋  

正味運用収入（運用収入から有価証券売却娘等の費用を減じた収益額）に年度末積立金の評価損益の増減分を加算して推計しており、時価ペースの収入絶額、運用収入、収支残は参考値である。  
（注3） 基礎年金拠出金収入、国民年金勘定の基礎年金拠出金には、特別国庫負担額を含めた基礎年金勘定への繰入額を計上している。  
（注4） 基礎年金勘定の収入のその他には、前年度剰余金受入（15，675億円）を除いた額を計上している。  
（注5）国共済・地共済・私学共済の支出のその他には、有価証券売却現等の費用を除いた額を計上している。  
（注6）革礎年金勘定の積立金は、基礎年金制度が導入された昭和61年度より、国民年金法に基づく基礎年金等の給付財源として、国民年金勘定の積立金の一部をこの勘定の積立金としたものである。  
（注7） 厚生年金の収支状況は、厚生年金基金が代行している部分を含まない。  
（注8）公的年金制度全体では、公的年金制度全体としての財政収支状況をとらえる七め、公的年金制度内でのやりとり（①～④）について収入・支出両面から除いている。   




